
　本項では、まず、中国がこれまで急速な経済成長を
遂げ、世界的にプレゼンスを拡大していることを示し、
次に、このような中国の成長を支えてきた諸条件が最

近になって変化しつつあることを指摘し、最後に今後
の成長のために克服すべき構造問題・課題を見ていく。

新たな成長モデルを模索する中国第３節

　中国は、高い経済成長率を背景に、GDP、輸出、
輸入、外貨準備など世界経済におけるプレゼンスを拡
大してきている。

（1）GDP
　中国は、1970 年代末から経済の改革開放路線に踏
み切り、市場経済化や外資の導入を開始、2001 年に
は WTO にも加盟し、30 年以上にわたって年平均
10％近い実質経済成長を遂げた（第Ⅱ-1-3-1 図）。
　その結果、名目ドルベースで換算した中国の GDP
は、2000 年代後半に欧州主要国、2010 年には日本も
抜いて、米国に次ぐ世界第二の経済規模へと成長した

（第Ⅱ-1-3-2 図）。特に世界経済危機後の 5 年間（2008
年→ 2013 年）、先進国が伸び悩む中で、人民元レート
上昇も相まって中国の名目ドルベース GDP は約 2 倍
に拡大した。
　また、中国は一国としてだけではなく、省別に見た
経済規模も、アジアの主要国に匹敵する規模に成長し
ており、周辺国に対する貿易等を通じた経済的影響力
も高まっている（第Ⅱ-1-3-3 図）。

1．中国のプレゼンスの拡大

第Ⅱ-1-3-1 図　中国の実質GDP成長率の推移

資料：IMF 「WEO, April 2014」 から作成。
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主要国の名目GDP（ドルベース）の推移

備考：2013 年 GDP の上位 10 か国を表示。
資料：IMF 「WEO, April 2014」 から作成。
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　　　３．日本の県別統計のみ 2010 年実績。
資料：�IMF 「WEO, April 2014」 、内閣府「県民経済計算」、CEIC database、

中国国家統計局から作成。
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（2）輸出
　中国は貿易においても拡大が著しい。2000 年代初
めの米国 IT バブル崩壊後、世界経済危機まで、輸出
入ともほぼ 20％を超える高い成長率で拡大している
（第Ⅱ-1-3-4 図）。特に輸出の伸びがより顕著で、
2000 年代中頃から大幅な貿易黒字を計上するように
なった。黒字額は 2008 年に最大の 2,974 億ドル（GDP
比 6.6％）を計上、直近の 2013 年は 2,614 億ドル（同
2.8％）であった 103。

　中国のプレゼンスの拡大を、世界輸出に占める国別
シェアの推移で見てみると、日本や米国のシェアが緩
やかに低下する中で、中国のシェアは急速に上昇して
いる 104（第Ⅱ-1-3-5 図）。

　このような中国のシェア上昇を品目別に見ると、衣
類、履物、家具等の軽工業品にとどまらず、一般機械
（パソコン等）、電気機械（携帯電話等）などの機械
類でも上昇していることが分かる 105（第Ⅱ-1-3-6 図）。

（3）輸入
　また、中国は輸出とともに輸入も拡大しており、世界
各国にとっての輸出先としてのプレゼンスも拡大してい
る。特に世界経済危機直後の 2009 年、欧米向け輸出が
金額ベースで大きく減少（前年比約 25％減）する中で、
中国向けは軽微（前年比約 6％減）にとどまったため、
相対的に中国のシェアは大きく上昇した（第Ⅱ-1-3-7 図）。

第Ⅱ-1-3-4 図　中国の貿易の推移

資料：Global Trade Atlas から作成。
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第Ⅱ-1-3-5 図
世界の輸出に占める主要国のシェアの推移

備考：2012 年の輸出上位 10 か国を表示。
資料：世銀 WITS、国連 Comtrade から作成。
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第Ⅱ-1-3-6 図
中国の主要輸出品の世界輸出に占めるシェア

備考：�HS2 桁分類で 2012 年の輸出上位 10 品目（中国の輸出総額の約 67%
を占める）。ただし、HS61 及び HS62 は衣類として合計してシェア
を計算した。

資料：世銀 WITS、国連 Comtrade から作成。
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第Ⅱ-1-3-7 図　世界の主要な輸出先シェアの推移

資料：世銀 WITS、国連 Comtrade から作成。
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　国別に見ると、中国の周辺国であるインドネシア、
マレーシア、タイでは、継続的に世界経済危機前から、
全輸出に占める中国向け輸出のシェアの拡大が見られ
る。米国においても同様の傾向が見られる（第Ⅱ-1-
3-8 図）。また、資源国である豪州、ブラジルでは、

世界経済危機後、中国向け輸出のシェア拡大が加速し
ている。特に両国の場合、原油、石炭、鉄鉱石など特
定の品目に大きく依存しているため、輸出先の中で中
国のシェアが急速に上昇し、中国経済の影響を受けや
すい構造に変化している（第Ⅱ-1-3-9 図）。

第Ⅱ-1-3-8 図　主要国の輸出に占める輸出先シェアの推移

資料：世銀 WITS、国連 Comtrade から作成。 資料：世銀 WITS、国連 Comtrade から作成。
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第Ⅱ-1-3-9 図　豪州、ブラジルの主要輸出品とその輸出先
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豪州の主要輸出品 (2012)
（単位：10 億ドル、%）

HS 品目 輸出額 シェア
27 鉱物性燃料 72.9 28.4

26 鉱石 69.6 27.2

71 種・果実 17.3 6.8

10 穀物 8.6 3.4

2 肉類 7.4 2.9

84 一般機械 6.1 2.4

28 無機化学品 5.9 2.3

76 アルミニウム 4.4 1.7

30 医療用品 4.4 1.7

74 銅 3.8 1.5

― その他 55.8 21.8

ブラジルの主要輸出品 (2012)
（単位：10 億ドル、%）

HS 品目 輸出額 シェア
26 鉱石 33.2 13.7

27 鉱物性燃料 26.5 10.9

12 種・果実 ( 大豆 ) 17.5 7.2

84 一般機械 13.8 5.7

2 肉類 13.7 5.6

17 糖類 12.8 5.3

87 自動車 12.6 5.2

72 鉄鋼 10.7 4.4

23 食品かす ( 大豆かす ) 6.9 2.8

10 穀物 6.5 2.7

― その他 88.3 36.4
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（4）外貨準備
　中国の外貨準備は 2000 年代に急速に増加した。外
貨準備の増大に伴って、運用資産としての米国債の保
有額も急上昇しており、2008 年末に日中の順位が逆
転し、中国は世界最大の米国債保有国となっている（第
Ⅱ-1-3-10 図）。

　ここまで、中国のプレゼンスの拡大を見てきたが、
最近、中国の高成長を支えてきた諸条件が変化しつつ
あり、成長に伴うゆがみも顕在化してきている。

（1）人口ボーナスの喪失
　これまで中国では、生産年齢にある人口が増加して
いたため、生産活動の拡大に有利に働いてきた（いわ
ゆる「人口ボーナス」）が、今後は一人っ子政策の影
響で高齢化が進むことが予測されている。国連の予測
によれば、中国の生産年齢人口は 2010 年にピークを
迎え、それ以降、次第に減少していくと見られている
（第Ⅱ-1-3-11 図）。生産年齢人口の全人口に対する
比率を見ても、2010 年以降、低下し、反対に老齢人
口比率は上昇する。このため、経済成長の鈍化や高齢
化社会への対応、社会保障の問題が避けて通れないも
のとなっている。このような中で一人っ子政策の緩和
が打ち出されたが、人口構成に効果が現れるまでには
長い時間が必要である。 （2）農村の余剰労働力の減少（ルイスの転換点 106）

　総生産年齢人口のピークアウトとともに、生産年齢
人口の地域別・業種別移動についても変化が生じてい
る。これまで内陸部は、農村の余剰労働力を沿海部の
都市に農民工として供給してきたが、その余剰労働力
が減少してきている。農村部の余剰労働力を統計的に
把握することは困難であるものの、都市部における求

2．中国の高成長を支えてきた諸条件の変化、成長の歪み

第Ⅱ-1-3-10 図
中国の外貨準備額と米国債保有額の推移

備考：米国債保有は外国人保有額に対する比率。
資料：CEIC databese、中国人民銀行、米国財務省から作成。
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第Ⅱ-1-3-11 図　中国の人口構成の推移

備考：１．�国連による人口推計。上位・中位・下位があるが、ここでは中
位推計を表示。

　　　２．�生産年齢の定義は、2014 年 1 月 20 日付け中国国家統計局プレ
ス発表資料の「16-59 歳」を勘案した。

　　　３．�中国国家統計局発表によれば、生産年齢人口は既に 2011 年に
ピークとなり、2012 年、2013 年は減少している。

資料：国連「World Population Prospects : The 2012 Revision」から作成。
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106	工業化の過程で、農業部門の余剰労働力が工業部門に移動して、農業部門の余剰労働力が枯渇すると、労働需給が窮迫して賃金上昇が生
じるとされる。英国の経済学者アーサー・ルイスによって提唱されたため「ルイスの転換点」と呼ばれる。
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人倍率の推移を見ると、世界経済危機直前にはほぼ 1.0
に近い水準にまで達しており、世界経済危機後は一時
低下するものの、1.0 の境界を越えて更に上昇してい
る（第Ⅱ-1-3-12 図）。

（3）賃金の上昇
　このような都市部における労働需給窮迫の中で、賃
金に上昇圧力がかかっている。さらに中国政府は、国
民生活向上や消費拡大のため、賃金の上昇を支持して
おり、このような政府の姿勢と相まって、これまで中
国の強みと考えられていた低い賃金水準は、タイ、マ
レーシアとほぼ同じ水準まで上昇している（第Ⅱ-1-
3-13 図、第Ⅱ-1-3-14 図）。

（4）人民元レートの上昇
　既に見たように、中国は大幅な貿易黒字を計上する
ようになったが、人民元の為替レートは米ドルに固定
されており、諸外国からは是正を求める声があげられ
るようになった。中国は 2005 年以降、管理フロート
制に移行したが、その結果、人民元レートは米ドルに
対して緩やかに上昇しており、沿海部の輸出企業を中
心に輸出競争力の悪化を懸念する声もあがっている
（第Ⅱ-1-3-15 図）。

（5）輸出を通じた他国経済への依存
　中国の急速な輸出拡大は、別の面から見れば、輸出を
通じた他国への依存が拡大しているとも考えられる。中
国の輸出の対 GDP 比を見ると 2006 年にピーク（GDP 比
35.7％）に達している（第Ⅱ-1-3-16 図）。国別のピークを

第Ⅱ-1-3-14 図
海外日系企業の基本給月額（製造業／作業員）

備考：諸手当を除いた給与、2013 年 10 月時点。
資料：�ジェトロ「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2013 年度

調査）」から作成。
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第Ⅱ-1-3-15 図　人民元の為替レートの推移

備考：月間平均。
資料：中国人民銀行、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-12 図　中国の求人倍率（都市部）の推移

資料：中国人力資源・社会保障部、CEIC Database から作成。
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資料：中国人力資源・社会保障部、CEIC Database から作成。
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見ると、米国向けが 7.5％（2006 年）、EU 向けが 7.0％（2007
年）となっている。日本の輸出対 GDP 比のピークを見る
と世界全体では 16.3％（2007 年）、対米では 4.8％（1985 年）
と、中国の輸出対 GDP 比のピークは日本に比べて高い（第
Ⅱ-1-3-17 図）。世界経済危機後、低下したものの、中国
経済の減速が他国に影響を与えやすくなっているととも
に、中国自身も他国からの影響を受けやすくなっている。

（6）対内直接投資の動向
　対外開放政策の下で、外資企業による直接投資は、沿
海部を中心に経済成長に貢献してきた。生産の拡大によ
る経済成長だけでなく、内外の関連産業が集積し、技術
やノウハウのスピルオーバーも進んだと指摘されている。
今後、中国が産業の高度化、高付加価値化など経済成長
の質を高めていくためには、直接投資の役割は重要と見
られるが、近年、直接投資が頭打ちとなっている（第Ⅱ

-1-3-18 図）。我が国は主要な投資国であり、高いシェア
を維持しているが、最近は直接投資額が減少し、伸び率
（前年比）マイナスが続いている 107（第Ⅱ-1-3-19 図、
第Ⅱ-1-3-20 図）。

第Ⅱ-1-3-18 図　中国の対内直接投資の推移

備考：その他には、ヴァージン諸島、ケイマン諸島等を含む。
資料：中国商務部、CEIC database から作成。
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資料：日銀 Web サイトから作成。
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備考：その他には、ヴァージン諸島、ケイマン諸島等を含む。
資料：中国商務部、CEIC database から作成。
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資料：�世銀 WITS、国連 Comtrade、IMF 「WEO, April 2014」から作成。
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107	日本の国際収支統計の直接投資（財務省・日本銀行発表）と中国の直接投資統計（商務部発表）では平仄（ひょうそく）が異なる。ここ
では日本の国際収支統計を掲載した。
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⑺　所得格差の拡大
　目覚ましい経済発展の過程で成長に伴うゆがみも顕
在化してきている。その典型的な例が所得格差の拡大
であり、格差を示す代表的な指標であるジニ係数は上
昇してきた。最近はやや低下しているものの、依然と
して警戒ラインと言われる 0.4 を超えて推移している
（第Ⅱ-1-3-21 図）。中国のジニ係数を他の主要新興
国と比較すると、ブラジルよりは低いものの、同じア
ジアのインド、インドネシア、フィリピン、タイより
も高くなっている。なお、日本、米国、ドイツ、フラ
ンスなどの先進国は中国よりもジニ係数が低い（第Ⅱ-1-
3-22 図）。

　また、地域間や都市・農村間の格差は、縮小しつつ
あるものの依然として大きい。例えば、31 の省・市・
自治区の中で、一人当たり GDP を比べると、最も高
い地域と低い地域で 5 倍近い差が見られる（第Ⅱ-1-

3-23 図）。沿海部は輸出産業を中心に発達した高所得
の地域が多く、産業基盤の弱い中西部が相対的に低所
得となっている（第Ⅱ-1-3-24 図）。

　都市部と農村部の所得格差も依然として大きい。
2000 年代、農村の所得上昇率は次第に加速し、最近
は都市部を上回って推移しているが、依然として金額
ベースでは約 3 倍の開きがある（第Ⅱ-1-3-25 図）。
なお、戸籍制度が存在するため、農村部から都市部へ
の自由な移動は制限されている。

第Ⅱ-1-3-21 図　中国のジニ係数の推移

備考：�2004 年までのデータは IMF 推測（IMF「WEO, October 2007」）、2003
年以降のデータは中国国家統計局発表。

資料：IMF「WEO, October 2007 」、中国国家統計局から作成。
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備考・資料：
１．�中国については中国国家統計局、新興国については世銀 WDI、日本に

ついては厚生労働省「所得再分配調査」、日本以外の先進国については
OECD データベースから作成。

２．�各データベースに掲載された最新年のデータを利用したが、データの
制約から国によって対象年に相違が生じている。
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資料：中国国家統計局、CEIC Database から作成。
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備考：地図は概略。
資料：中国国家統計局、CEIC Database から作成。
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　ここまで見てきたように、これまで中国の高成長を
支えてきた諸条件が変化し、成長に伴うゆがみも顕在
化してきた。中国の経済成長は、かつての 10％を超
える成長率から、最近は 7％台に低下してきた。この
ような中で、今後とも中国が経済成長を続けていくた
めの構造改革の必要性が認識されている。
　特に最近の中国については、4 兆元 108 の景気対策
の副作用ともいえる過剰設備問題など、昨年の中国共
産党中央委員会第三回全体会合 109（略称：三中全会）
や今年の全国人民代表大会 110（略称：全人代）等に
おいて、幅広い分野で構造改革を進めていく方針が発
表されているが、その実現には課題も多く、今後の動
向を注視していく必要がある。
　これらの問題は相互に密接に関係しているが、ここ
では便宜的に大きなテーマごとにまとめて概観し、関
係する内容は他項を言及する形で記載していく。

（1）過剰設備問題
　需要に対して生産設備が過剰なために、在庫の増加、
価格の低下、稼働率の低下等が生じている。少しでも
需要回復が見込まれると急に生産が拡大しやすいため
に、なかなか生産調整から抜け出せない状態が続いて

いる。以前から生じていた問題であるが 4 兆元の景気
対策が終了した後に深刻化した。特に、鉄鋼、セメン
ト、ガラス等の業種で顕著に表れている。その背景に
は、投資主導型の経済成長モデルの問題や国有企業の
問題等がある。
　中国の実質 GDP 成長率の需要項目別寄与度の推移を
見ると、2000 年代の中国の成長に総資本形成が大きな役
割を果たしていることが分かる（第Ⅱ-1-3-26 図）。世界
経済危機のあった 2008 年は GDP 成長率が急減し、さら

3．構造問題・課題

第Ⅱ-1-3-26 図　中国のGDP伸び率の寄与度の推移

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-25 図
中国の都市部と農村部の一人当たり所得の推移

備考：�都市部は一人当たり可処分所得、農村部は一人当たり純収入。伸び
率は物価調整を行った実質ベース。

資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」、プレス発表資料から作成。
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108	4 兆元を当時の中国経済の規模で考えると、2009 年 GDP 比では約 12％に相当し、中央政府の年間財政収入 3.6 兆元を上回るほど大規模な
ものであった。4 兆元の景気対策は 2009 年～2010 年の 2 年間にわたって実施され、地方政府も負担を求められた。このような大規模な財
政支出が行われた結果、景気は回復したものの、問題も生じることとなった。

109	中国共産党第 18 期中央委員会第 3 回全体会議。現在の指導部を選出した第 18 期共産党大会（2012 年）以後、3 回目の中央委員会全体会議。
党大会は 5 年ごとの開催のため、その間における党の最高意思決定機関。

110	日本の国会に相当。毎年 3 月頃に開催される。
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に翌 2009 年は純輸出の寄与度が大幅なマイナスに転じ
たが、中国政府は 4 兆元の景気対策で総資本形成を大幅
に積みますこと等で成長率の減速を抑えた。景気対策自
体は公共工事が多かったが、その資材を供給する製造業
の設備投資も行われ（第Ⅱ-1-3-27 図）、景気対策の終了
とともに、過剰設備問題が顕在化してきた。

　在庫と価格の動きを見ると、景気対策の対象期間で
あった 2010 年までは、在庫、生産者物価とも高い伸
びを維持していたが、2011 年末から伸びが低下を始
め、特に生産者物価は 2012 年以降約 2 年にわたって
前年比マイナスが続いている（第Ⅱ-1-3-28 図、第Ⅱ-1-
3-29 図）。その結果、稼働率は低い水準にとどまって
いる（第Ⅱ-1-3-30 表）。また、中国の長期的な生産

動向を主要国と比較すると、鉄鋼等において中国が突
出して生産を拡大していることが分かる（第Ⅱ-1-3-
31 図）。
　過剰設備に陥りやすい背景には、経済成長を優先す
る地方政府の姿勢、国有企業は効率性の低い投資でも
実行しやすいこと等が挙げられる。また、マクロ経済
的要因として、労働分配率が低く、貯蓄性向が高いこ
とから、投資が拡大しやすいこと等も挙げられる。
　このような状況に対して中央政府は過剰設備解消に
向けた方針を表明している。例えば、2013 年 10 月、
中国政府は鉄鋼、セメント、アルミ、板ガラス、船舶
の 5 業種を特定して、新規増産事業の禁止、立ち後れ
た生産設備のとう汰、業界の再編促進、輸出拡大、技
術力の底上げ等の方針を表明し、鉄鋼分野では、生産
能力 8000 万トンを削減する目標を掲げた。その実現
に当たっては、地方経済の鈍化を懸念する地方政府と
の調整等が課題となっている。

第Ⅱ-1-3-30 表　中国の設備稼働率

（単位：％）

鉄鋼 セメント アルミ 板ガラス 船舶

72.0 73.3 71.9 73.1 75.0
資料：�国務院「深刻な生産能力過剰問題解消に関する指導意見」（2014 年

10 月）から作成。

第Ⅱ-1-3-27 図
中国の固定資産投資の業種別寄与度の推移

備考：固定資産投資は農村部の家計の投資を除く。
資料：中国国家統計局、CEIC Database から作成。
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第Ⅱ-1-3-28 図
中国の主要製品の在庫（前年同期比）の推移

資料：中国国家統計局、CEIC Database から作成。
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第Ⅱ-1-3-29 図
中国の生産者物価の伸び率（前年同期比）の推移

備考：�自動車については、2011 年までは輸送機械、2012 年以降は自動車
のみの数値。

資料：中国国家統計局、CEIC Database から作成。
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（2）投資主導成長モデルからの転換
　過剰投資の背景には、投資主導型の経済成長モデルが
影響している。すでに見たように 2000 年代の中国の経済
成長に総資本形成は重要な役割を果たしており、不況時
の景気対策においても投資が利用されてきた。中国の
GDP に占める投資、消費のシェアの推移を見ると、2000
年代を通じて投資のシェアが上昇しており、反対に民間
消費のシェアは低下している。中国の投資シェアを他国
と比較すると、日本、韓国等の高度成長期の最高値と比
べても突出して高い水準に達している（第Ⅱ-1-3-32 図）。

　このような投資主導になるマクロ経済的要因として
は、資金が消費より投資に回りやすいことが挙げられ

る。例えば、中国の国内貯蓄率は上昇しており、高い
貯蓄率が間接金融を通じて投資を支えている（第Ⅱ-1-
3-33 図）111。高い貯蓄率の背景として、社会保障制
度が十分に整っていないため、老後への不安等から消
費を抑え貯蓄に回していることが指摘されている。

　また、中国の労働分配率が低いことも影響している。
中国の労働分配率は、2000 年代、世界経済危機まで
（2000-2007 年）に 10％ポイント近くも低下していた。
2008 年に更に大きく低下した後、2009 年は回復したもの
の、直近でも欧米主要国の 60％台に対して、中国は 40％
台と低い水準にとどまっている（第Ⅱ-1-3-34 図）。
　政府としては、投資主導から、投資、消費、輸出の
バランスのとれた成長への転換を方針として掲げてい
る。しかし、そのためには、効率的な投資行動を促す
ような市場メカニズムの促進、消費拡大をもたらすよ
うな所得の向上・再分配、社会保障制度の整備等が関
わってくるが、地方政府や既得権益層との調整、財源
問題なども含め、幅広い課題に取り組む必要がある。

第Ⅱ-1-3-33 図　中国の国内貯蓄・投資の対GDP比の推移

資料：世銀「World Development Indicators」、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-31 図　主要国における鉄鋼・自動車の生産量の推移

資料：CEIC database、中国国家統計局、World Steel Association から作成。 資料：�CEIC database、中国国家統計局、マークラインズ・データベースか
ら作成。
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資料：�中国国家統計局、内閣府、韓国銀行、台湾主計総處、CEIC database 
から作成。
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111	ただし、高齢化の進展のため、将来の貯蓄率が低下する可能性はある。
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（3）国有企業問題
　中国では、市場経済化の過程で、国有企業の民営化
等の改革が進められてきた。その結果、企業数や総資
産で見た国有企業の比率は低下してきたが、2000 年
代中頃から低下が緩やかになった（第Ⅱ-1-3-35 図）。
特に 4 兆元の景気対策では公共事業の多くが国有企業
によって受注されたとされ、「国進民退」ともいわれた。
　国有企業が特定の産業分野を独占・寡占する状況が
続いている。例えば、鉱工業においては、石炭、石油・
天然ガスなど資源の採掘、電気、ガス、水道、鉄鋼、

非鉄金属で高いシェアを有している（第Ⅱ-1-3-36
図）。さらに、鉱工業以外の金融、交通、通信等でも
国有企業が支配的である。

　国有企業の問題点として、効率性が低い点が挙げられ
る。例えば、企業形態別に総資産利益率を比べると、国有
企業は民営企業より低い水準で推移しており、世界経済危
機後、両者の差は拡大している（第Ⅱ-1-3-37 図）。既に述
べたように過剰設備投資の背景として、国有企業が効率性
の低い投資でも実行しやすいことが指摘されている。
　政府の方針としては、国有企業の主体的地位を堅持す
る一方で、民営企業の発展も奨励している。三中全会の

第Ⅱ-1-3-35 図
中国の鉱工業分野の企業の総資産に占めるシェアの推
移

備考：鉱工業は、鉱業、製造業、電気・ガス・水道を含む。
資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-37 図
中国の鉱工業分野の企業の総資産利益率の推移

備考：１．鉱工業は、鉱業、製造業、電気・ガス・水道を含む。
　　　２．�総資産利益率は、国有・民営・外資企業の利潤総額 / 総資産と

して計算した。
資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-34 図　中国の労働分配率の推移

備考：１．�中国の数値は、GDP に占める雇用者所得の比率を 31 省市別デー
タを合計して計算。

　　　２．主要国の数値は、日本、米国のみ 2011 年。
資料：中国国家統計局、CEIC database、OECD から作成。
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決定では、国有企業について、政治との分離、一部業務
の開放及び情報公開等の国有企業改革の推進、公共財
政への納付比率の 30％までの引上げとともに、民営企業
に対しては、潜在的な参入障壁の撤廃が決定されている
が、その実現については今後注視していく必要がある。

（4）産業の高度化
　中国の生産年齢人口が減少に向かう中で、産業構造
を高度化するとともに、生産性の向上や高付加価値化
も重要な課題である。中国の産業構造は、GDP にお
いて第 2 次（工業）、第 3 次産業（サービス業）が拡
大する一方、従事者数においては依然として第 1 次産
業（農業）が大きな割合を占めている（第Ⅱ-1-3-38
図）。その結果、一人あたり生産額で見ると、第 1 次
産業が低い水準に止まっている。産業別の GDP シェ
アを見ると、第 2 次産業が半分近くを占め、経済成長
を支えてきたが、第 3 次産業も着実に上昇し、2013
年に初めて第 2 次産業を上回った。先進国に比べれば

依然として第 3 次産業のシェアが低いものの、中国に
おいても徐々にサービス産業化が進んできている。ま
た、第 3 次産業は、雇用吸収力が高く、就業人員のシェ
アでは 1990 年代半ば以降、第 2 次産業を上回って推
移している。第 3 次産業の中では、公務、教育、衛生・
社会サービスから、金融、不動産、情報通信、対事業
所サービスなど幅広い分野で雇用が拡大している（第
Ⅱ-1-3-39 表）112。政府としては、農業の改善を進め

第Ⅱ-1-3-39 表　中国の都市部における業種別就業者

（除：民営企業、個人経営）
（単位：万人、%）

　 2003 2012 増加人数 伸び率
（年平均）

全産業 10,970 15,236 4,267 3.7
第一次 485 339 ▲ 146 ▲ 3.9

農林水産 485 339 ▲ 146 ▲ 3.9
第二次 4,600 7,248 2,648 5.2

製造 2,981 4,262 1,282 4.1
建築 834 2,010 1,177 10.3
鉱業 488 631 143 2.9
電気・ガス・水道 298 345 47 1.6

第三次 5,885 7,650 1,764 3.0
公務 1,171 1,542 371 3.1
教育 1,443 1,653 211 1.5
衛生・社会サービス 486 719 234 4.5
卸・小売 628 712 84 1.4
運輸・郵便 637 668 31 0.5
金融 353 528 175 4.6
研究開発 222 331 109 4.5
対事業所サービス 184 292 109 5.3
不動産 120 274 154 9.6
宿泊・飲食 172 265 93 4.9
水利、環境、公共施設管理 173 244 71 3.9
情報・通信 117 223 106 7.4
文化・スポーツ・娯楽 128 138 10 0.8
対個人サービス 53 62 9 1.8

備考：１．同じ平仄で統計が公表されているのは 2003 年から。
　　　２．2012 年の就業者数の多い順に並べた。
資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」から作成。

（民営企業、個人経営）
（単位：万人、%）

2008 2012 増加人数 伸び率
（年平均）

全産業 8,733 13,200 4,467 10.9
第二次

製造 1,901 2,358 457 5.5
建築 384 600 216 11.8

第三次
卸・小売 3,540 5,407 1,867 11.2
対事業所サービス 495 923 429 16.9
宿泊・飲食 596 838 243 8.9
対個人サービス 533 807 274 10.9
運輸・郵便 296 574 278 18.0

備考：１．�全ての業種が網羅されていないため、各産業の合計は全産業と
一致しない。

　　　２．同じ平仄で統計が公表されているのは 2008 年から。
　　　３．2012 年の就業者数の多い順に並べた。
資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」から作成。

第Ⅱ-1-3-38 図　中国の産業構造の推移

備考：就業人数については 2013 年の統計が未公表。
資料：中国国家統計局、人力資源社会保障部、CEIC Database から作成。
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るとともに、雇用吸収力も高いサービス業の振興を図
る方針を掲げている（第 12 次五か年計画では 2015 年
までにサービス業の対 GDP 比を 47％まで引き上げる
ことが目標、2013 年実績は 46.1％）。
　また、産業の生産性向上、高付加価値化のために研
究開発は重要な役割を果たす。研究開発活動は活発化
してきており、研究開発費、研究開発費の対 GDP 比
は共に上昇してきている。研究開発費の対 GDP 比を
主要国と比較すると、日本、米国等には及ばないもの
の、既に英国を上回っている（第Ⅱ-1-3-40 図）。

　その成果としての特許（発明）等の件数も増加して
きている（第Ⅱ-1-3-41 図）。特許の国際出願件数を
主要国と比較すると、WIPO（世界知的所有権機関）
発表によれば、中国は 2013 年にドイツを抜いて世界
第 3 位となった（第Ⅱ-1-3-42 図）。また、企業別に
見ても、上位 10 社のうち、日本は 3 社、中国は 2 社
が入り、第 1 位は日本企業であったものの、第 2 位、
第 3 位は中国企業が占めた（第Ⅱ-1-3-43 表）。この

ように積極的に技術開発を行い特許取得を目指してい
る企業も登場している。

（5）都市化
　都市化の進展は産業構造の高度化に寄与すると考えら
れる。都市化は、生産面では生産性の低い第 1 次産業か
ら、相対的に生産性の高い第 2 次・3 次産業への労働力
移動をもたらす。また、需要面では住宅や交通網などの
都市インフラ整備の投資、家電などの耐久消費財、娯楽・
医療・教育などの各種サービスへの需要を喚起して経済
成長を促進すると見られている。中国では 2000 年代を
通じて、都市部の人口が増大するとともに、農村部人口
の減少が進み、都市化が進展した（第Ⅱ-1-3-44 図）。直
近では都市化率は 50％を超えている。
　政 府 と し て は、 都 市 化 率 を 更 に 2020 年 ま で に
60％、2030 年までに 65～70％に引き上げることを目
標としている。そのためには、農村戸籍者と都市戸籍
者の差別的待遇をなくすための戸籍制度改革、公共
サービス、住宅等の生活環境の整備、適正価格での土
地収用を行うための土地管理制度改革、地方政府の財
政問題などに取り組む必要がある。

第Ⅱ-1-3-43 表　特許の国際出願上位 10 社の国籍

国籍 社数 業　　　種
日本 3 電気機械 (1 位、6 位 )、自動車 (8 位 )
米国 2 電気機械 (4 位、5 位 )
中国 2 電気機械 (2 位、3 位 )
ドイツ 1 自動車 (7 位 )
スウェーデン 1 電気機械 (9 位 )
オランダ 1 電気機械 (10 位 )
備考：特許協力条約に基づく国際出願件数の上位 10 社。
資料：WIPO Web サイトから作成。

第Ⅱ-1-3-40 図　中国の研究開発費の推移

資料：�中国国家統計局、CEIC database 、OECD 「Main Science and Technology 
Indicators」から作成。
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第Ⅱ-1-3-41 図　中国の特許等の件数の推移

備考：中国国内からの特許等の件数。
資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」から作成。
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（6）規制緩和・市場開放
　依然として、サービス業など特定分野への参入制限
など、民営企業、外資企業に対する規制が強く残って
いる。政府としては、徐々に規制緩和を行う方針を打
ち出している。特に中国（上海）自由貿易試験区では、
人民元の資本勘定取引の自由化や、金融、物流などサー
ビス業への参入規制緩和（ネガティブリスト方式に移
行）を試行的に先行実施し、その結果をもとに全国的
に拡大実施を検討することとしている（第Ⅱ-1-3-45
表）。新規参入やビジネス拡大のチャンスとなり得る
が、現在発表されている投資のネガティブリストは従
来とほとんど変わっていないなど、今後の動きを注視
していく必要がある。

⑺　社会保障制度
　中国では、社会主義計画経済の時代は、国有企業等が
従業員の社会保障まで担っていたが、市場経済化ととも
に政府が年金や医療保険等を運営する形態に変更されて

きた。近年、都市部では年金、医療保険などの加入率が
上昇してきているものの、依然として、就業者のうち、
年金で 4 割弱、医療保険で 5 割弱が加入していない（第
Ⅱ-1-3-46 図、第Ⅱ-1-3-47 図）。また、制度が都市戸籍・
農村戸籍で分かれているため、都市に住む農民工が都市
の社会保障を受けられない、全国統一の制度になってい
ないため、他の地域に移住した場合、それまでに支払っ
た掛金の移動が認めらないなどの問題も生じている。政
府は年金加入を促進するなど社会保障整備を進めていく
方針を掲げているが、戸籍制度改革や社会保障の財源問
題などが課題となっている。

（8）為替相場の弾力化・自由化
　人民元は 2005 年 7 月に管理された変動相場制に移
行した。一時、ドルペッグに戻った期間があるものの、
1 日に許容される変動幅も当初は上下 0.3％だったが、

第Ⅱ-1-3-46 図
中国の都市従業者基本養老保険（年金）加入者数の推
移

資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」から作成。
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第Ⅱ-1-3-47 図
中国の都市従業者基本医療保険加入者数の推移

資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」から作成。
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第Ⅱ-1-3-45 表　中国（上海）自由貿易試験区の概要

①開設時期：2013 年 9 月開設。

②対象地域：�上海市の外高橋保税区、外高橋保税物流園区、洋山
保税港区、浦東空港総合保税区

③趣　旨：�改革・開放政策を試行的に先行実施し、その結果をも
とに全国的に拡大実施を検討する。

④先行実施が想定されている政策：
　�次のような項目が想定されているが、具体的内容は順次公表さ

れていく予定。
　・�外国投資に関して、ネガティブリストに記載されていない項

目については、事前の審査・認可が不要（届出制へ移行）。
　・�金融、運輸、商業・貿易、専門（弁護士業等）、文化等のサー

ビス業分野における拡大開放を実施。
　・�人民元の自由化、金利の自由化、人民元クロスボーダー取引

等を試験的に実施。
　　　　　　　　　　　等

資料：JETRO 資料等から作成。

第Ⅱ-1-3-44 図　中国の都市化の推移

資料：中国国家統計局、CEIC Database から作成。
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徐々に拡大されており、為替レートの弾力化が進めら
れてきた。その間に人民元は緩やかに上昇している（第
Ⅱ-1-3-48 図）。

（9）金利規制とシャドーバンキング
　中国では銀行の金利水準は規制されてきた。2004
年以降、貸出金利については下限、預金金利について
は上限が設定され管理されていたが、この制度は銀行
に一定の利ざやを保障する一方で、預金者には往々に
して物価上昇率が預金金利を上回るという実質的なマ
イナス金利を生じさせた。これは後に説明するシャ
ドーバンキングが拡大する背景となった。次第に金利
の自由化が進められ、貸出金利については 2013 年 6
月に規制が撤廃されたが、預金金利については、2012
年 6 月に上限が引き上げられたものの、依然として上
限（基準金利の 1.1 倍）の規制が続いている（第Ⅱ-1-
3-49 図）。

　ただし、金利の自由化は、金融機関の競争が激化し、
体力の弱い金融機関が経営困難に陥る可能性があり、
金融機関破綻に備えたシステムが必要となる。
　このような政府による預金金利の規制、銀行の国有企
業優先の融資姿勢など、資金の出し手側・借り手側双方
の要求を背景に、当局に管理されない銀行融資以外の資
金調達（シャドーバンキング）が拡大している。シャドー
バンキングについて、厳密な定義はないものの、おおむ
ね銀行融資以外の資金調達を意味している。社会融資総
量と銀行融資の残高を推定して比べてみると、2009 年以
降、両者の差は急速に拡大している（第Ⅱ-1-3-50 図）。

　シャドーバンキングは銀行融資が受けられない中小民
営企業への資金供給が可能になるという面があるものの、
政府の監督が行き届かないため、返済が滞った際の混乱
や正規の金融政策の実効性を損なうという面もある。
　また、政府は、不動産価格の上昇や地方政府の債務
問題への対応として、不動産、地方政府のインフラ建
設への融資を制限しようとしているが、シャドーバン
キングを通じて、これらの分野に資金が回っていると
見られる。
　これに対して 2013 年後半、通貨供給量や社会融資
総量の伸びは鈍化しており、余剰資金を回収しようと
する政府の意図も伺える（第Ⅱ-1-3-51 図、第Ⅱ-1-3-
52 図）。しかし、政府が余剰資金を回収するため、通
貨供給量を絞ろうとすると、金利が過敏に反応するな
ど金融市場が不安定になっており、難しいかじ取りを
強いられている（第Ⅱ-1-3-53 図）。

第Ⅱ-1-3-48 図　人民元の為替レートに係る制度変更

資料：中国外貨取引センター、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-49 図　中国の政策金利及び金利規制の推移

備考：1 年物金利。
資料：中国人民銀行、国家統計局、CEIC Database から作成。
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第Ⅱ-1-3-50 図
中国の社会融資総量・銀行融資（ストック）の試算

備考：１．�社会融資総量のストックは、便宜的に、2001 年 12 月の銀行融
資残高に、2002 年からデータが公表されている社会融資総量
（増加額）の累計として計算した。

　　　２．�項目間の重複計算等の問題があるため、単純に差額がシャドー
バンキングになるわけではない。
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　このようなシャドーバンキングの規模については、
正確な統計がないが、おおむね GDP の 4 割～6 割程
度との見方が多い。
　中国のシャドーバンキングは、国際的に見て必ずし
も高い水準にあるわけではないが 113、急速に拡大し
てきており、実態が不透明なため影響が予測しにくい。
　政府は、銀行に理財商品の報告を求めるとともに、シャ
ドーバンキングを政府のコントロール下におく方針を示
している。このような中で 2014 年 3 月に社債のデフォル
トが伝えられ、政府は個別の事情によっては一部のデフォ
ルトを容認する姿勢を示すとともに、監督を強化してシャ
ドーバンキングをコントロールする方針を示している。
　なお、現在の金融制度では中小企業に対して資金が
回りにくくなっている。シャドーバンキングに対する
管理を強化するとともに、中小企業に対する資金円滑
化にも取り組む必要がある。

（10）地方政府債務
　地方政府は、教育、医療など、住民の生活に直結す
る公共サービスを提供しているものの、歳入が恒常的
に不足し、中央政府からの移転だけではまかないきれ
なくなっている 114（第Ⅱ-1-3-54 図）。特に 4 兆元の
景気対策により収入の不足が深刻化している 115。

　地方政府自身は、借入れや地方債の起債が認められ
ていないため、地方政府融資平台という別法人を設立

第Ⅱ-1-3-53 図　中国の銀行間取引金利（SHIBOR）の推移

資料：CEIC database から作成。
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第Ⅱ-1-3-54 図　中国の地方政府の財政の推移

資料：中国国家統計局「中国統計年鑑」から作成。

財政収入 財政支出 比率（支出 /収入）

0

2

4

6

8

10

12

52

62

60

58

56

54

64
（兆元） （％）

2000 200520022001 2003 20072004 20082006 2009 2010
（年）
20122011

50

48

財政収入

財政支出

比率（支出 /収入）

第Ⅱ-1-3-51 図
中国の通貨供給量及び社会融資総量の伸び率

資料：中国人民銀行、CEIC database から作成。
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2013 年 6月
通貨供給量の伸びが低下するとともに、
社会融資総量は伸びがマイナスに転じる。
→銀行間金利が上昇

2013 年後半以降、
伸びが鈍化

第Ⅱ-1-3-52 図　中国の社会融資総量（内訳）の推移

資料：中国人民銀行、CEIC Database から作成。
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113	Financial Stability Board の報告書「Global Shadow Banking Monitoring Report 2013」（Nov.14, 2013）では、シャドーバンキングとは全
体又は部分的に通常の銀行システムの外側の活動や事業体を通じた信用仲介、端的にはノンバンクによる金融仲介と定義している。その
規模は、2012 年時点で、米国 GDP の 165.9％、英国 354.4％、ドイツ 72.4％、フランス 96.2％、日本 64.4％としている。中国の場合、ノン
バンクによる金融仲介という定義では、銀行が扱っている理財商品等は含まれないことになり、中国は GDP の 20％としている。仮に中
国について GDP の 4～6 割としても、主要国と比べて必ずしも高いわけではない。

114	1994 年の分税制（国税、地方税に係る税制改革）導入以降、地方政府の歳入は恒常的な不足が続いている。
115	4 兆元の景気対策のうち、中央政府の負担は約 1 兆 2000 億元であり、それ以外の財源分担は地方政府等に求められた。
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して、銀行融資や債権発行により資金を調達させ、公
共事業や不動産開発を行ってきた。その過程での土地
の払下げや不動産開発は住宅価格上昇の一因となると
ともに、不動産価格の下落は地方政府融資平台の収支
を通じて、地方政府債務問題の悪化にもつながる恐れ
がある。
　このような地方政府融資平台に係る債務の実態は不
透明であったが、地方政府債務に関する懸念が高まり、
2011 年夏、国家審計署（日本の会計検査院に相当）は、
地方融資平台を含む地方政府債務が 2010 年末 10.7 兆
元（GDP 比 26.6％）になるとの調査結果を発表した。
中央政府は、地方政府に対して、融資平台の整理や債

務削減を指示していたが、昨年末に発表された国家審
計署の調査結果によれば、中央政府の抑制にかかわら
ず、地方政府の債務は 2010 年末の 10.7 兆元から 2013
年 6 月末の 17.9 兆元まで年率 20％という高率で拡大
した（第Ⅱ-1-3-55 表、第Ⅱ-1-3-56 図）。調達手法も
更に多様化され実態が見えにくくなっている。
　中国政府は、地方政府向けの一般性移転支出（日本
の地方交付税に相当）を拡大するとともに、中央政府
と地方政府の権限と支出分担を調整し、財政規律を監
視しながら、地方政府にも起債を認めていく方針を表
明している。

（単位：兆元、%）

時期 政府 返済債務
偶発債務 偶発債務を

含めた債務
合計

GDP比
保証債務 救済債務

2010 年末 地方政府 6.7 2.3 1.7 10.7 26.6 

2012 年末

中央政府 9.4 0.3 2.2 11.9 22.9 

地方政府 9.6 2.5 3.8 15.9 30.6 

合計 19.1 2.8 5.9 27.8 53.5 

2013 年 6 月末

中央政府 9.8 0.3 2.3 12.4 -

地方政府 10.9 2.7 4.3 17.9 -

合計 20.7 2.9 6.7 30.3 -

備考：GDP 比は、偶発債務を含めた債務合計の GDP 年額に対する比率。
資料：中国審計署発表から作成。

第Ⅱ-1-3-55 表　中国の政府性債務残高

第Ⅱ-1-3-56 図　中国の地方政府性債務残高と調達方法

資料：中国審計署発表から作成。
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　中国政府の構造問題に対する考え方について、昨年
の三中全会、今年の全人代で基本的な方針が示されて
いる。

（1）三中全会
　2013 年 11 月、中国共産党は三中全会において「改
革の全面的深化における若干の重大な問題に関する中
共中央の決定」を審議・採択した。経済をはじめとす
る 6 分野（経済、政治、文化、社会、環境、国防・軍
隊）にわたって、改革の全面的深化という方向性を打

ち出した。経済分野においては、「公有制が主体である」
としつつ、資源配分において市場が「決定的役割」を
果たすとして、財政、金融、国有企業、対外開放等の
個別分野でも市場化の推進が強調されている（第Ⅱ-1-
3-57 表）。

（2）全人代
　2014 年 3 月、全人代において、李克強総理が政府
活動報告の中で、2014 年の主要経済目標を発表し、
安定成長と雇用確保の下限、インフレ防止の上限を守

4．政府の対応

第Ⅱ-1-3-57 表　三中全会の決定概要

備考：１．経済構造改革を中心にポイントを要約。
　　　２．①～⑯は決定文原文における項目番号。その他の番号は便宜的に付したもの。
資料：三中全会「改革の全面的深化における若干の重大な問題に関する中共中央の決定」等から作成

１．総論
　　①　改革の全面的深化	
　　　　�改革を全面的に深化させなければならない。経済体制改革は改革の重点。市場と政府の関係を整理し、市場が資源配分において

決定的な役割を果たし、政府の役割をより良く発揮させる。
２．各論
　(1)　経済
　　②　基本的な経済制度
　　　　�公有制を主体とし、国有経済に主導的な地位を担わせるとともに、非公有経済（民営企業）は公有制と並ぶ重要な構成部分であ

り発展を奨励。国有企業と政治との分離、一部業務の開放及び情報公開等の国有企業改革の推進、国有資本の公共財政への納付
比率を 2020 年までに 30% まで引上げ、非公有制企業に対する不合理な規定や潜在的な参入障壁の撤廃　等。

　　③　近代的な市場体系の完備
　　　　�ネガティブリスト方式による統一的市場参入制度の整備、市場が中心となった価格決定システムの整備、農村の建設用地に関す

る流通市場整備、人民元レートの市場化メカニズムの整備、金利の市場化の加速、資本移動の開放推進　等。
　　④　政府機能の転換
　　　　�企業の投資プロジェクトに対する政府の許可制の廃止、業績評価改革（経済成長から環境、安全、民政へ）、許認可制の廃止、地

方への権限委譲　等。
　　⑤　財政・税制改革	
　　　　�政府債務管理メカニズムの確立、中央から地方への一般性移転支出の増加、中央と地方の収入分配の更なる整理、個人所得税制

の漸次確立、不動産税の立法加速　等。
　　⑥　都市・農村の一体的発展	
　　　　�農民の土地に対する財産的権利の賦与、農民工の都市住民への転換、中小都市の定住制限緩和（大都市の人口規模は厳格にコン

トロール）、都市定住住民の都市住宅・社会保障システムへの取り込み　等。
　　⑦　開放型経済新体制の構築
　　　　�金融、教育、文化、医療等のサービス分野の開放、上海自由貿易試験区の建設、環境、投資、政府調達、電子商取引等の交渉の

加速、シルクロード経済ベルト及び海上シルクロード建設の推進　等。
　(2)　政治		
　　⑧～⑩　社会主義民主政治制度、法治中国、権力運営の統制	
　　　　　　司法制度改革、反腐敗　等。
　(3)　文化
　　⑪　文化体制メカニズム	
　　　　国家の文化ソフトパワーの増強 ( 世論の誘導メカニズムの健全化　等 )。
　(4)　社会
　　⑫　社会事業改革、社会ガバナンス
　　　�収入分配構造（労働報酬の向上、税による所得調節機能の拡大）、公平で持続的な社会保障制度（都市と農村の年金・医療保険制度

の統合、退職年齢の引上げ検討）、一人っ子政策の緩和　等。
　　⑬　社会ガバナンス	
　　　社会統治（治理）体制の刷新。
　(5)　環境
　　⑭　エコ文明制度
　　　　水資源保護、損害賠償制度、責任追及制度、生態環境保護　等
　(6)　国防・軍隊
　　⑮　国防・軍隊改革
　　　　近代的軍事力体系の構築。
３．実施体制
　　⑯　実施体制
　　　　「改革を全面的に深化する指導グループ」の立ち上げ。
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り、積極的な財政政策と穏健な金融政策を実施してい
く方針を表明した（第Ⅱ-1-3-58 表）。また、2014 年
の重点政策として、改革は最大のボーナスとした上で、
既得権益の垣根を突き破り、資源配分において市場に
決定的な役割を発揮させる等、幅広い分野にわたって
改革を積極的に推し進める姿勢を示した（第Ⅱ-1-3-

59 表）。
　このように中国は幅広い分野で構造改革を進めてい
く方針を表明している。その実現に当たっては、相互
に関連した多くの課題への取組が求められており、今
後の動向を注視していく必要がある。

第Ⅱ-1-3-58 表　中国の 2014 年の主要経済目標

2014 2013

目標 目標 実績

GDP 成長率（実質） 7.5% 前後 7.5% 前後 7.7%

消費者物価指数 3.5% 前後 3.5% 前後 2.6%

全社会固定資産投資（名目） 17.5% 18.0% 19.3%

社会消費品小売総額（名目） 14.5% 14.5% 13.1%

輸出入総額 7.5% 前後 8% 前後 7.6%

財政赤字規模 1 兆 3,500 億元 1 兆 2,000 億元 1 兆 2,000 億元

マネーサプライ（M2） 13% 前後 13% 前後 13.6%

都市部新規就業者数 1,000 万人以上 900 万人以上 1,310 万人

都市部登録失業率 4.6% 以下 4.6% 以下 4.1%

第Ⅱ-1-3-59 表　2014 年の構造改革関係の重点活動（全人代政府活動報告から）

備考：政府活動報告の中から、構造改革に関係する項目を中心にまとめた。項目の順番は報告に記載された順番に従った。
資料：全人代政府活動報告から作成。

○行政体制
　�行政の簡素化と下部への権限委譲を進める。投資審査・認可制度の改革を深化させ、事前審査・認可の手続きの取り消し・簡素化を行い、

企業の投資自主権を確保し、投資・起業の利便化を進める。行政審査・認可事項に関しては、詳細リスト制度を確立し、当該リスト以
外の審査・認可の実施を一律に禁じる。

○財政・税務	
　�オープンで透明な予算制度を実施する。中央と地方の権限と支出責任を調整し、地方政府の借入れによる資金調達の仕組みを構築し、

地方政府債務を予算管理に組み入れ、政府総合財務報告制度を実行し、債務リスクを防ぐ。
○金融	
　�金利の市場化を進める。人民元為替レートの変動許容幅を広げ、資本勘定における人民元の交換性を高めていく。預金保険機構を構築し、

金融機関のリスクに対する対応の仕組みを整える。
○国有企業	
　�国有資産管理体制を充実させ、収益から公共財政予算への繰り入れ割合を引き上げる。中央企業の投資プロジェクトへの非国有資本の

参入規則を策定し、金融、石油、電力、鉄道、電信、資源開発、その他公益事業の分野で非国有資本に向けた投資プロジェクトを数多
く打ち出す。

○対外開放	
　�サービス業の開放を促進し、内資企業と外資企業が平等な待遇を受け、公正に競争する市場環境を維持する。中国（上海）自由貿易試

験区を整備・管理する。サービス貿易協定、政府調達協定、情報技術協定などの交渉を推し進める。
○内需拡大	
　�消費を内需拡大の最も重要な力点とする。住民所得を増やすことで消費能力を高める。サービス消費を拡大する。
○都市化の推進	
　�農業からの移転人口の市民化を秩序立てて進める。戸籍制度の改革を促進し、都市規模に基づいて受入数に差をつける差別化移転政策

を実施する。都市部で就労・商売を長年続けている農民工は徐々に都市部の戸籍にしていく。都市部の出稼ぎ労働者の子供が滞在先で
進学できるようにする。

○経済構造の最適化・高度化	
　�産業構造の調整に当たっては「増強」と「削減」を並行して進める。「増強」は、生産者向けのサービス業を優先的に発展させる。「削減」

は、市場競争を通じた優勝劣敗を堅持し、企業の合併・再編を奨励する。生産能力過剰が深刻な業種に対しては、環境保護、エネルギー
消費、技術などの基準を強化し、各種の優遇策を整理して、既存の生産能力の一部を廃棄し、新規増設を厳しく規制する。

○医療・衛生	
　�都市と農村の住民の基本医療保険制度を整理・統合する。夫と妻のいずれかが一人っ子である夫婦が子供を二人持てるようにする。
○社会保障	
　統一された都市・農村住民基本養老保険制度を確立する。
○環境問題	
　環境対策の強化に力を入れる。石炭火力発電所に脱硫・脱硝装置、集塵装置を取り付ける。
� 等
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